
当社における無期転換制度について 
 

～意欲的に働き続けられる環境の整備～ 

2017年9月19日 
近畿大阪銀行 



近畿大阪銀行 会社概要 

   

  社名       株式会社近畿大阪銀行 

 設立日      昭和２５年１１月２４日 

 社長       中前 公志 

 本店所在地    大阪市中央区備後町２丁目２番１号 

          りそなグループ大阪本社ビル 

 資本金      ３８９億７１百万円 

 株主（株主比率） 株式会社りそなホールディングス（100％） 

 預金残高     ３兆２，３５７億円 

 貸出金残高    ２兆４，４０５億円 

 従業員数     ３，０２０人  

  

 （2017.3.31現在）  



近畿大阪銀行 店舗ネットワーク 

  ■ 有人店舗数   118 

大阪を中心とした、関西で店舗展開 

  ■ うち大阪府下 106 

  ■ うち大阪市内  38 

市内店舗数地銀No.１ 

りそなグループ合計 大阪府内におけるキャッシュポイント 

      ８１９ヶ所（２０17年3月末現在） 
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無期転換制度導入の目的 
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【有効求人倍率推移】 （倍） 
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【新規求人数（パートタイム）指数推移※2010年度＝100として指数化】 

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 

金融業 

全業種 

（厚生労働省統計資料より） 



○少子高齢化の進展に
伴う労働人口減少 

新卒採用の競争激化 

労働マーケットの変化
に伴うパートナー社員
の採用難の顕在化 

○就労意識の変化 

共働きの定着化 

育児・介護の浸透 

  

「従業員」が働き方を 
「会社」に合わせる 

長時間 
労働 

画一的な 
働き方 

「会社」が働き方を 
「従業員」に提供する 

ライフイベントや 
就業価値観 

に応じた柔軟な働き方 

無期転換制度導入の目的 

環境変化 

経営戦略の実現に 
求められる人材の 
数と質の確保 

環境変化に即した 
人材確保策の展開 

旧来の人事運営 ダイバーシティ・マネジメント 

人事運営の見直し 



無期転換制度導入の目的 
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2011年実施

2006年実施

不満・不安がある 不満・不安はない 無回答

【会社や仕事に対する不満・不安】 

（パートタイム労働者総合実態調査資料より） 
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正社員になれない

雇用が不安定

有給休暇がとりにくい

仕事がきつい

賃金が安い

【不満・不安の内容（複数回答）※2011年】 
（％） 



近畿大阪銀行の取り組み 

ダイバーシティへの取り組み 

【近畿大阪銀行が目指すダイバーシティ・マネジメントとは】 

ダイバーシティ 
・マネジメント 

＝ 

多様な人材の活躍 

実力の最大限発揮 

生産性向上 

組
織
力
の
強
化 

すべての人材が 
意欲を持って能力向上を図り、 

キャリアアップできる 

すべての人材が 
ワーク・ライフ・バランスに 

応じた多様な働き方ができる 

両
立 

各人の自律的なキャリア形成を支援し、長期の就業をサポートする 

働きやすさの提供 



近畿大阪銀行の無期転換制度概要 

内容 

導入時期 

法令通りの
対応とした
場合
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用
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契約
期間

入社月が相違するなか1～11ヵ月の調整期間を
設けることで7月を起点とする有期労働契約を締結

無期転換
申込可

無
期
化

採
用
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契約
期間

入社月が相違するなか1～11ヵ月の調整期間を
設けることで7月を起点とする有期労働契約を締結

無期転換
申込可

無
期
化

当社対応
（主な例）

通算契約期間

5年超

で無期転換可能

通算契約期間

3年以上

で無期転換可能

7月入社者は更に1年早い
タイミングで無期転換可

法令以上
の対応

【イメージ図】 



無期転換制度の周知 

２０１７年 
３月 

 
■ 全社員向け「無期転換制度」のお知らせ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■ 所属長向け「無期転換制度」のお知らせ 



「無期転換」申し込みから契約の流れ 

手順 
【イメージ図】 
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2013年 
4月 7月 

2018年 
4月 

無期転換 
申込可能 

2019年 
7月 

無期転換 

1年 1年 1年 1年 1年 

2014年 
7月 

2018年 
7月 

2013年4月以降最初の契約締結日を起算日とし、
起算日から5年超となる日を含む契約期間
（2018年7月～翌年6月）において無期転換申
込が可能 



無期転換制度の期待効果 

期待効果 

 長期雇用が望めるこ

とにより、将来設計し

やすくなり、働く意欲

（モチベーション）がよ

りいっそう向上 

 長期的な視点での

キャリア形成ならびに

スキルアップを図るこ

とが可能となり、積極

的なチャレンジ意欲を

誘発 

 業務に精通した人材

の確保・囲い込み 

 パートナー社員の採

用競争力の向上 

当社の取り組み 

 組織力の強化 


